
○国立大学法人金沢大学教員評価結果の基本給等の改定への反映に関する規

程

(平成31年4月1日規程第3078号)
改正 　 　

　　

(趣旨)

第1条　この規程は，国立大学法人金沢大学2号年俸制適用教員の給与等に関する規

程（以下「2号年俸制教員給与規程」という。）第7条第4項の規定に基づき，教

員評価結果の基本給の改定への反映に関し必要な事項を定める。

(定義)

第2条　この規程において「教員」とは，国立大学法人金沢大学職員就業規則（以

下「職員就業規則」という。）第2条第2項に定める教育職員のうち，教授，准教

授，講師（常時勤務する者に限る。），助教及び助手の職にある者（ただし，特

任教員を除く。）をいう。

2　この規程において「一次評価」とは，国立大学法人金沢大学教員評価大綱（以

下「教員評価大綱」という。）第5条に定める評価をいう。

3　この規程において「一次評価の確定評価」とは，教員評価大綱第6条に定める評

価をいう。

4　この規程において「実施部局の長」とは，国立大学法人金沢大学教員評価実施

要項（以下「教員評価実施要項」という。）別表2に定める実施部局の長をい

う。

5　この規程において「二次評価」とは，一次評価の確定評価を踏まえ，学長が2号

年俸制教員給与規程第7条別表3（改定号給表）に定める改定区分を決定すること

をいう。

6　この規程において「評価期間」とは，国立大学法人金沢大学教員評価規程（以

下「教員評価規程」という。）第2条に定める評価期間をいう。

(評価対象者)

第3条　二次評価の対象者は，教員評価規程第3条第2号に定める者とする。

(一次評価の確定評価実施者)

第4条　一次評価の確定評価実施者は，教員評価大綱第6条第1項に定めるとおり実

施部局の長とする。

2　教員評価大綱第6条第2項に定める勤務状況に係る評価については，第7条に定め

る事項を考慮する。

(二次評価の実施者)

第5条　二次評価は，実施部局の長から提出のあった一次評価の確定評価を踏ま

え，学長が実施する。

2　学長は，二次評価を決定するに当たっては，実施部局の長が実施した一次評価

の確定評価を尊重した上で，教員理事の合議体による委員会（以下「教員理事審

査委員会」という。）に審査を付託するものとする。

3　実施部局の長は一次評価の確定評価を学長へ報告する際には，必要に応じて，

教員評価実施要項第12条により，意見を加えて報告することができるものとす

る。

(二次評価の結果の基本給の改定への反映)

第6条　二次評価の結果は，当該評価の対象となる事業年度の次の事業年度に行う

基本給の改定に反映させる。ただし，対象教員が評価期間終了後から改定日まで



において，出勤停止の懲戒処分を受けた場合又は非違行為により法人内外に大き

な影響を与えた場合で社会通念上，評価結果を反映させることが不適切と学長が

判断した場合はこの限りでない。

2　前項による二次評価の結果を反映した基本給の改定号給数が，改定日にその者

が属する職務の級の最高の号給の号数から当該改定日の前日にその者が受けてい

た号給（当該改定日において職務の級を異にする異動をした職員にあっては，当

該異動後の号給）の号数を減じて得た数に相当する号給数を超えることとなる職

員の基本給の改定号給数は，前項の規定にかかわらず，当該相当する号給数とす

る。

(勤務しない期間があった場合の基本給の改定への反映)

第7条　評価期間において，懲戒処分による出勤停止又は職員就業規則に定める休

職，休暇及び休業並びに欠勤等（別紙に掲げる事由を除く。以下「病気休職等」

という。）の事由により勤務しない期間が一定の期間以上あった場合の評価区分

は原則として以下のとおりとする。

(1)　6分の1に相当する期間（約2か月）の日数以上の日数を勤務していないとき

　改定区分 D

(2)　2分の1に相当する期間（約6か月）の日数以上の日数を勤務していないとき

　改定区分 E

2　前項にかかわらず，当該教員の業績が特に顕著である等特段の事情が認められ

る場合には，改定区分をC以上とすることができる。

(二次評価の結果に基づく措置)

第8条　二次評価の結果に基づく改定区分がE，F又はGとなった場合は，実施部局の

長等は当該教員に対し業績の改善を目的とした指導助言を継続的に行うものとす

る。

2　改定区分のFは，前項に定める指導助言を行ったにもかかわらず，二次評価の結

果に基づく改定区分が2回連続してE相当となった場合に適用する。

3　改定区分のGは，第1項に定める指導助言を行ったにも前項に定める改定区分がF

となった後，次の事業年度に行う二次評価の結果に基づく改定区分においてもE

相当となった場合に適用する。また，次の事業年度以降に，二次評価の結果に基

づく改定区分が継続してE相当となった場合についても同様とする。

4　前3項の規定は，病気休職等の事由のため第7条第1項第2号により改定区分がEと

なった場合には適用しない。

(降任)

第9条　前条第3項の規定にかかわらず，4回以上連続して改定区分がE相当となった

場合は，実施部局の長は教員評価実施要項第12条に基づき，降号に替えて当該教

員の降任について，学長に意見を具申することができる。

2　学長は，前項の具申があったときは，教員理事審査委員会に審査を付託する。

3　学長は，前項の審査結果を踏まえ，降任が相当であると認めた場合には，教育

研究評議会に審査を付託しその議を経て降任させることができる。

4　前項の審査に当たっては，国立大学法人金沢大学教育職員人事規程（以下「教

育職員人事規程」という。）第11条の定めるところによる。

(配置換)

第10条　実施部局の長は，配置換が当該教員の能力の向上に資すると考える場合に

は，一次評価の確定評価の提出に当たり，教員評価実施要項第12条に基づき当該

教員の配置換を学長に具申することができる。



2　学長は，前項の具申があったときは，教員理事審査委員会に審査を付託する。

3　学長は，前項の審査結果を踏まえ，配置換が相当であると認めた場合には，教

育職員人事規程第10条に基づき配置換を行うことができる。

(不服申立て)

第11条　この規程に基づき改定区分を決定された教員が降号等不利益になる場合に

は，当該教員から学長へ不服を申し立てることができる。

2　前項の不服申立てがあった場合，学長は必要な事実確認を行った上で，教員理

事審査委員会に再審査を付託するものとする。

3　学長は，前項の再審査結果を踏まえ，不服申立てに対する回答を当該教員に行

う。

4　第1項の不服申立ては，当該改定区分の通知日から14日以内に行わなければなら

ない。

(二次評価の結果が基本給の改定に反映されるまでの措置)

第12条　対象教員に対する最初の二次評価の結果を反映した基本給の改定区分が決

定するまでの改定区分は，原則改定区分Dとし，在職期間に応じてC以上とするこ

とができる。

(雑則)

第13条　この規程に定めのない事項については，職員給与規程，2号年俸制教員給

与規程及び労働基準法(昭和22年法律第49号)その他の法令等の定めるところによ

る。

2　前項により難いときは，その都度学長が定める。

附　則

(施行期日)

この規程は，平成31年4月1日から施行する。

附　則

この規程は，令和3年1月1日から施行する。

附　則

この規程は，令和5年1月1日から施行する。

附　則

この規程は，令和5年4月1日から施行する。


